
1/2

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則   抜粋 

（平成七年五月十五日）

（厚生省令第三十三号）

第二章 健康診断

（健康診断の種類及び方法）

第九条 法第七条に規定する健康診断は、都道府県知事が期日及び場所を指定して年二回行

うもの及び被爆者の申請により、各被爆者につき年二回を限度として都道府県知事があら

かじめ指定した場所において行うものの二種類とする。

２ 前項の健康診断は、一般検査及び精密検査によって行うものとし、精密検査は、一般検

査の結果更に精密な検査を必要とする者について行うものとする。

３ 一般検査（次項に定めるものを除く。）においては、次に掲げる検査を行うものとする。

ただし、第七号及び第八号に掲げる検査は、医師が必要と認める場合に限り行うものとす

る。

一 視診、問診、聴診、打診及び触診による検査

二 CRP検査
三 血球数計算

四 血色素検査

五 尿検査

六 血圧測定

七 AST検査法、ALT検査法及びγ―GTP検査法による肝臓機能検査
八 ヘモグロビンA１c検査
４ 被爆者の申請により行う一般検査においては、各被爆者につき年一回を限度として、次

に掲げる検査を行うものとする。

一 胃がん検診のための問診及び次に掲げるいずれかの検査

イ 胃部エックス線検査

ロ 胃内視鏡検査

二 肺がん検診のための問診、胸部エックス線検査及び細胞診

三 乳がん検診のための問診、視診、触診及び乳房エックス線検査

四 子宮がん検診のための問診、視診、内診、子宮部及び子宮体部の細胞診並びにコルポ

スコープ検査

五 大腸がん検診のための問診及び便潜血検査
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六 多発性骨髄検診のための問診及び血清白分画検査

５ 精密検査においては、次に掲げる検査のうちで必要と認められるものを行うものとする。

一 骨髄造血像検査等の血液の検査

二 肝臓機能検査等の内臓の検査

三 関節機能検査等の運動器の検査

四 眼底検査等の視器の検査

五 胸部エックス線撮影検査等のエックス線検査

六 その他必要な検査

（平一八厚労令七四・平二〇厚労令四一・平二八厚労令五四・一部改正）

（手帳の提出）

第十条 被爆者は、健康診断を受けるに当たっては、被爆者健康手帳を提出しなければなら

ない。

（健康診断に関する記録の保存期間及び記載事項）

第十一条 法第八条に規定する健康診断に関する記録の保存期間は、五年間とする。

２ 健康診断に関する記録は、次に掲げる事項を記載するものとする。

一 受診者の氏名、性別、生年月日及び居住地並びに被爆者健康手帳の番号

二 法第一条各号のいずれかに該当した当時（以下「被爆時」という。）の事情

三 被爆時又はその後における身体の状況

四 検査の結果及びその所見

五 実施の年月日

３ 前項の記録は、様式第四号による。


